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(57)【要約】
【課題】電子写真プロセスを利用する画像形成装置の各種弾性ローラとして再利用可能な
再生弾性ローラの製造方法を提供する。
【解決手段】電子写真用の弾性ローラの表面に固着している現像剤由来の固着物を除去す
る工程を有する再生弾性ローラの製造方法であって、
該工程は、該固着物が固着している弾性層に対して粉体を衝突させて該固着物を除去する
ブラスト工程を含み、
　該粉体は、ウレタンゴム粒子と、該ウレタンゴム粒子の周面に付着させられているシリ
カ、アルミナおよびチタニアからなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子とを含み
、
　該ブラスト工程は、該粉体の該固着物への衝突時の衝撃力により該無機粒子を該固着物
に埋め込む工程を含む。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子写真用の弾性ローラの表面に固着している現像剤由来の固着物を除去する工程を有
する再生弾性ローラの製造方法であって、
　該工程は、該固着物が固着している弾性層に対して粉体を衝突させて該固着物を除去す
るブラスト工程を含み、
　該粉体は、ウレタンゴム粒子と、該ウレタンゴム粒子の周面に付着させられているシリ
カ、アルミナおよびチタニアからなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子とを含み
、
　該ブラスト工程は、該粉体の該固着物への衝突時の衝撃力により該無機粒子を該固着物
に埋め込む工程を含むことを特徴とする再生弾性ローラの製造方法。
【請求項２】
　前記ブラスト工程の前処理として、前記弾性ローラにシリカ、アルミナおよびチタニア
からなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子を塗す工程を有する請求項1に記載の
再生弾性ローラの製造方法。
【請求項３】
　前記ウレタンゴム粒子の周面に付着させられている無機粒子が前記ウレタンゴム粒子10
0質量部に対して2.0質量部以上5.0質量部以下である請求項1又は2に記載の再生弾性ロー
ラの製造方法。
【請求項４】
　前記ウレタンゴム粒子の周面に付着させられている無機粒子がシリカである請求項1乃
至3の何れか一項に記載の再生弾性ローラの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、再生弾性ローラの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真装置等の電子写真方式を利用した画像形成装置には、現像ローラ、帯電ローラ
、転写ローラ、定着ローラ、クリーニングローラ等の表面層として弾性層を備えた弾性ロ
ーラ（以降、「弾性ローラ」と称す。）が用いられている。このような弾性ローラの外周
面には、使用に伴い、現像剤を構成しているトナーや外添剤等が付着し、徐々に堆積して
いく。画像形成装置内において、これら弾性ローラの表面は、種々のクリーニング手段に
よってクリーニングされていることが通常である。しかし、長期の使用により、当該クリ
ーニング手段によっては除去できなかった上記トナーや外添剤等の現像剤の成分が、弾性
ローラの表面に固着してしまう場合がある。特に、現像ローラは、表面にトナーが押し潰
されて固着される固着物（以降、「現像剤由来の固着物」或いは単に「固着物」という。
）が形成される傾向が顕著である。
【０００３】
　しかし、環境負荷の軽減の観点から、固着物が表面に形成された弾性ローラを再び高品
位な電子写真画像の形成に供することができるように再生するための技術開発の必要性が
高まっている。特に、近年、電子写真装置が高画質化するに従い、極限まで固着物を除去
することが求められるようになってきている。特に、画像に大きな影響を与える現像ロー
ラを再生する場合にその傾向が強い。
【０００４】
　特許文献１は、現像剤担持体表面に対してジルコニアやガラスビーズをブラスト処理す
ることにより、表面に固着した現像剤を除去する技術を開示している。また、特許文献２
は樹脂粒子表面に研磨粒子を埋め込ませて固定した複合粒子をブラストに使用する方法を
開示している。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－５０５０６号公報
【特許文献２】特開２００５－６８２６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、本発明者らの検討によれば、上記特許文献１に係る方法は、弾性ローラの表面
を傷つけてしまう場合があった。一方、上記特許文献２に係る方法は、現像ローラ表面の
固着物を短時間で十分に除去することが困難であった。
　そこで、本発明は、電子写真プロセスを利用する画像形成装置の各種弾性ローラとして
再利用可能な再生弾性ローラの製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によれば、電子写真用の弾性ローラの表面に固着している現像剤由来の固着物を
除去する工程を有する再生弾性ローラの製造方法であって、該工程は、該固着物が固着し
ている弾性層に対して粉体を衝突させて該固着物を除去するブラスト工程を含み、
　該粉体は、ウレタンゴム粒子と、該ウレタンゴム粒子の周面に付着させられているシリ
カ、アルミナおよびチタニアからなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子とを含み
、
　該ブラスト工程は、該粉体の該固着物への衝突時の衝撃力により該無機粒子を該固着物
に埋め込む工程を含む再生弾性ローラの製造方法が提供される。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、弾性ローラへの物理的なダメージを抑えつつ、表面の固着物を除去し
、電子写真プロセスを利用する画像形成装置の各種弾性ローラとして再利用可能な再生弾
性ローラが得られる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明にかかるブラスト工程に用いる粉体の一例を示す概略断面図である。
【図２】無機粒子が埋め込まれたウレタンゴム粒子の一例を示す概略断面図である。
【図３】本発明の再生弾性ローラの製造方法によって再生される弾性ローラの一例を示す
概略断面図である。（ａ）軸方向の断面図（ｂ）軸に直交する方向の断面図
【図４】本発明の再生弾性ローラの製造方法を適用した再生弾性ローラ製造装置の一例を
示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明の再生弾性ローラの製造方法は、軸芯体、及び表面層としての弾性層を有する弾
性ローラの表面に固着している現像剤由来の固着物を除去する工程を有する再生弾性ロー
ラの製造方法である。該工程は、該固着物が固着している弾性層に対して粉体を衝突させ
て該固着物を除去するブラスト工程を含む。
　そして、該粉体は、ウレタンゴム粒子と、該ウレタンゴム粒子の周面に付着させられて
いるシリカ、アルミナおよびチタニアからなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子
とを含む。
　そして、該ブラスト工程は、該粉体の該固着物への衝突時の衝撃力により該無機粒子を
該固着物に埋め込む工程を含む。
【００１１】
　本発明者らは、電子写真プロセスを反復して表面に現像剤由来の固着物が付着した弾性
ローラに、上記の粉体を用いてブラスト処理することにより、弾性ローラの表面への傷付
きを抑えつつ、固着物を効率的に除去できることを見出した。
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　弾性ローラ表面に形成された現像剤由来の固着物の多くは、電子写真感光体等に圧接さ
れて層状の固着物となり、弾性ローラの表面に強固に密着ししている。また、固着物は弾
性ローラの微小な凹凸の凹み部分に多く存在している。その為、樹脂粒子のような柔軟な
粒子のみを衝突させただけでは、固着物を十分に除去することが困難である。また、無機
粒子のような硬い粒子を衝突させた場合、弾性ローラ表面に傷を生じさせてしまう場合が
ある。
【００１２】
　本発明に係る粉体を固着物に衝突させた場合、粉体が固着物に衝突する際の衝撃力によ
り、ウレタンゴム粒子の周面に付着している無機粒子の一部がウレタンゴム粒子から脱離
し、固着物に埋め込まれる。その結果、固着物が脆化していく。更に、脆化した固着物は
粉体の衝突エネルギーによって断片化されていく。断片化されることにより新たに生じた
固着物の断面には、更に無機粒子が埋め込まれていき、固着物の脆化がより一層進行する
。その結果、固着物が、弾性ローラの表面から脱落していき、弾性ローラの表面の固着物
が除去されることとなる。
　本発明に係る粉体は、中心部分がウレタンゴム粒子からなり、弾性ローラの表面に弾性
的に衝突する。その為、粉体の衝突の際にも、弾性ローラの表面に傷が生じにくい。
【００１３】
　本発明において、固着物へ無機粒子が埋め込まれたことは、以下（１）または（２）の
方法により判断できる。
（１）走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）により弾性ローラの表面の固着物を、２００００倍の
倍率により観察したときに、ブラスト工程を経る前にはその存在が認められなかった無機
粒子が、ブラスト工程後には認められたこと。
（２）エネルギー分散型X線分析装置（EDX）により、ブラスト工程の前後で、無機粒子由
来のＳｉ、ＡｌまたはＴｉのピークが増加していたこと。
【００１４】
　また、本発明における「脆化」は、以下の（Ａ）乃至（Ｂ）の手順を経ることにより判
断できる。
（Ａ）ブラスト工程を経る前後の弾性ローラ表面の固着物のサンプルの複数個を用意する
。
（Ｂ）各サンプルに対して、本発明に係る粉体同一条件でブラスト処理を行い固着物が除
去できるまでの時間を比較する。その際、ブラストにより衝突させる粒子を、無機粒子が
付着していない樹脂粒子にすることにより、本発明の効果をより明確に判断できる。
【００１５】
　上記のような検討により、本発明における粉体を用いたブラスト工程によって、弾性ロ
ーラの表面の固着物に無機粒子を埋め込ませ、固着物を脆化させることは、固着物を容易
に除去させ得るために、極めて重要な意義を有することが分かった。
【００１６】
＜ブラスト用粉体＞
　本発明におけるブラスト工程に用いられるブラスト用粉体としては、ウレタンゴム粒子
と、該ウレタンゴム粒子の周面に付着させられているシリカ、アルミナおよびチタニアか
らなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子とを含むものである。
　ここで本発明における「付着」とは、図１に示されるように無機粒子１１がウレタンゴ
ム粒子１２の周面に付着した状態を言い、図２に示されるように無機粒子１１がウレタン
ゴム粒子１２中に埋め込まれているものは含まない。なお、これらの状態は、無機粒子が
周面に付着させられたウレタンゴム粒子をミクロトームでカットし、走査型電子顕微鏡（
ＳＥＭ）により該粒子の断面を観察することにより判別できる。
【００１７】
＜ウレタンゴム粒子＞
　ウレタンゴム粒子は硬度を低くした場合に、表面に粘着性（タック性）を持ち、無機粒
子を多量に付着させることが可能である。無機粒子を適量付着させることで、衝突の際、
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固着物に無機粒子を効果的に埋め込ませることができる。
　ウレタンゴム粒子は、公知の懸濁重合法や乳化重合法により得ることができる。ウレタ
ンゴム粒子は架橋ウレタンゴム粒子であることが好ましい。架橋ウレタンゴム粒子とする
ことにより、弾性ローラとの衝突の際、弾性的な衝突になり、弾性ローラを傷つけたり、
ウレタンゴム粒子が弾性ローラに固着しにくくなる。また、衝突により、無機粒子がウレ
タンゴム粒子中に埋め込まれることを防止できる。
【００１８】
＜無機粒子の付着＞
　ウレタンゴム粒子の周面に付着させる無機粒子は、シリカ、アルミナおよびチタニアか
らなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子である。これらの、無機粒子は現像剤の
外添剤としても使用されるものであり、弾性ローラに付着しても、画像に影響を与えにく
い。
　前記無機粒子をウレタンゴム粒子の周面に付着させる方法としては公知の外添方法を用
いることができる。外添に用いられる装置としては、従来の混合装置、例えばダブルコン
・ミキサー、Ｖ型ミキサー、ドラム型ミキサー、スーパーミキサー、ヘンシェルミキサー
、ナウターミキサー等を用いることができる。
【００１９】
　また、ウレタンゴム粒子の周面に付着させられている無機粒子の量は、ウレタンゴム粒
子１００質量部に対して２．０質量部以上５．０質量部以下であることが好ましい。２．
０質量部以上であれば、現像剤由来の固着物に効率的に無機粒子を埋め込ませ、脆化させ
ることができる。また、５．０質量部以下であれば、ブラスト時に無機粒子がウレタン粒
子から遊離し、無機粒子が弾性ローラを傷つけたり、弾性ローラ表面に付着し汚染したり
することを防止できる。
【００２０】
　なお、上記の付着量は熱重量測定装置、例えば、ＴＡ
Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製熱分析装置、ＴＧＡ２９５０を用いて測定することができる
。測定方法は、窒素雰囲気下において昇温速度２５℃／分で常温から９００℃まで加熱し
、次に５０℃／分で３００℃に冷却する。１００℃から９００℃までの間の減量質量％を
ウレタンゴム粒子とし、残存質量％を付着した無機粒子の含有量と規定する。
　また、無機粒子は必要に応じて疎水化や親水化などの表面処理を施してもかまわない。
特に、シリカは表面処理などがしやすく、ウレタンゴム粒子との親和性を変化させること
により付着性をコントロールしやすい点から好適に用いることができる。
【００２１】
　本発明において、ウレタンゴム粒子は、平均粒径が１μｍ以上３０μｍ以下のものを用
いることが好ましい。平均粒径を３０μｍ以下とすることで弾性ローラの微小な凹凸の凹
み部分に固着した固着物を効果的に除去できる。また、１μｍ以上とすることで、空気の
抵抗による運動エネルギー低減の影響を受けにくくなり、効果的に固着物に衝突させるこ
とができる。
　長期使用後の現像剤由来の固着物は厚さサブミクロン～数μmで固着している。その為
、本発明において、シリカ、アルミナおよびチタニアからなる群から選ばれる無機粒子は
、一次平均粒径が１０ｎｍ以上５００ｎｍ以下のものを用いることが好ましい。この範囲
とすることで、固着物に埋め込ませて効果的に脆化させることができる。
【００２２】
＜弾性ローラ＞
　本発明の再生弾性ローラの製造方法における再生の対象となる弾性ローラは、電子写真
プロセスを利用した画像形成装置に備えられている各種弾性ローラである。具体的には、
現像ローラ、帯電ローラ、転写ローラ、定着ローラ、クリーニングローラ等が挙げられる
。かかる弾性ローラは、軸芯体と表面層としての弾性層を軸芯体の周囲に有する。
【００２３】
　弾性ローラとしては、具体的には、図３（ａ）及び図３（ｂ）に示すものを一例として



(6) JP 2012-252159 A 2012.12.20

10

20

30

40

50

挙げることができる。図３（ａ）は弾性ローラの軸方向の断面図、図３（ｂ）は弾性ロー
ラの軸に直交する方向の断面図である。図３（ａ）及び図３（ｂ）に示すように、弾性ロ
ーラ２０は、軸芯体２１上に順次弾性層２２、表面層２３を有する。弾性層、表面層は単
層構造のみならず、多層構造を有するものであってもよい。
【００２４】
＜ブラスト工程＞
　本発明に用いられるブラスト装置としては従来知られているブラスト装置を使用するこ
とが出来る。ブラスト装置の種類としてはエアーブラスト方式、遠心ブラスト方式等の方
法が知られている。これらの中でも、細いノズルから粉体を噴出できるエアーブラスト方
式が好ましい。
　エアーブラスト方式としては直圧式、吸引式等が知られている。図４は本発明の弾性ロ
ーラの直圧式のブラスト装置を用いたブラスト工程の一例を示した図である。図４におい
てコンプレッサー３１により加圧することにより加圧タンク３２中の粉体を噴射ノズル３
３から噴出させる。一方、弾性ローラ２０は、回転モータ（図示せず）により矢印方向に
回転するように支持されている。加速された粉体は回転している弾性ローラ２０表面に衝
突し、弾性ローラ２０表面に固着した現像剤由来の固着物を除去する。さらに、噴出ノズ
ル３３は矢印の方向に上下に往復移動し、弾性ローラ２０全域に渡ってブラスト処理を行
う。
【００２５】
　本発明において、前記無機粒子を効率的に現像剤由来の固着物に埋め込ませる為には粉
体を弾性ローラ表面に対して垂直に放出することが好ましい。またその際、粉体を放出す
るノズルの内径は、弾性ローラの外径の０．０５倍以上０．２０倍以下であることが好ま
しい。ノズルの内径が弾性ローラの外径の０．０５倍以上であれば、粉体の衝突位置が偏
ることによって発生しやすくなるブラストムラを生じさせることがなく、均一に固着物を
除去できる。また、０．２０倍以下であれば、弾性ローラの曲率の影響を受けずに、弾性
ローラ表面に垂直に粉体を照射することができ、弾性ローラ表面を傷つけることなく、固
着物に対して効率的に該無機粒子を埋め込ませ、脆化させることができる。
　ブラスト用のノズルは、通常、断面は円形であるが、楕円形などの変形したタイプも使
用可能である。
【００２６】
　本発明において、ブラストの吐出圧の目安としては、１×１０4Ｐａ以上５×１０5Ｐａ
以下、特には、１×１０4Ｐａ以上５×１０4Ｐａ以下が好ましい。吐出圧を上記の範囲と
することで、弾性ローラ表面への傷付きを抑えつつ、固着物に効率的に該無機粒子を埋め
込ませ、脆化させることができる。
【００２７】
　本発明においては、弾性ローラの中心を軸として等速回転させてブラスト処理させるこ
とが好ましい。弾性ローラの回転数は弾性ローラの外径により周速度が変化するため、弾
性ローラにより任意に設定し得るが、均一な処理を行うための目安としては、１０ｒｐｍ
以上５０ｒｐｍ以下が好ましい。
　さらに本発明においては、噴出ノズルの移動は、図４に記載される如く、弾性ローラの
中心軸方向に移動させて処理することが好ましい。ブラスト装置において、噴出ノズルの
数は１本でも、２～４本程度の複数本であってもかまわない。
【００２８】
　さらに、ブラスト工程時に、弾性ローラ表面の温度を７０℃以上１２０℃以下にするこ
とが好ましい。このような温度範囲に加温しておくことで、固着物が適度に軟化し、無機
粒子が埋め込まれやすくなるからである。
　更には、ブラスト工程時に、弾性ローラ表面の温度を二段階に変化させることが好まし
い。具体的には、第一段階目に弾性ローラ表面の温度を７０℃以上１２０℃以下にしてブ
ラストを行う。これにより、より多くの無機粒子を固着物に埋め込ませる。第二段階目に
弾性ローラの表面温度を常温にしてブラストを行う。これにより、無機粒子が埋め込まれ
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た固着物のより一層の脆化を促し、固着物をより容易に、より確実に除去することができ
る。
【００２９】
　さらに、本発明においては、ブラスト工程の前処理として、該弾性ローラにシリカ、ア
ルミナおよびチタニアからなる群から選ばれる少なくとも１つの無機粒子を塗す工程を有
することが好ましい。前記前処理を行うことにより、固着物の脆化を促進することが可能
となる。
　本発明において、現像剤由来の固着物の除去作業の後、弾性ローラ表面上の前記粉体を
除去する工程を付加することが好ましい。前記粉体を除去する方法としては、圧縮エアー
を噴出させて除去する方法が可能である。
【実施例】
【００３０】
　以下に、本発明の再生弾性ローラの製造方法を具体的に詳細に説明する。以下、特に明
記しない限り、「部」は「質量部」を示す。
【００３１】
［粉体の作成］
（ウレタンゴム粒子の作成）
　あらかじめ窒素ガスで充分に置換し、乾燥させた２Ｌオートクレーブを用意した。該オ
ートクレーブに３官能のポリカーボネートポリオール「プラクセル３１２」（商品名、ダ
イセル化学工業社製　水酸基価１３２ｍｇＫＯＨ／ｇ）９００ｇとへキサメチレンジイソ
シアネート（日本ポリウレタン工業社製）６００ｇを仕込んだ。次に、窒素ガスにて上方
置換させた後密閉し、１２０℃で２０時間撹拌して反応させた。その後減圧下で未反応の
ヘキサメチレンジイソシアネートを除去し、トルエンを加えて不揮発分９０質量％の合成
物（１）を得た。
　次に、２Ｌ撹拌機付きセパラブルフラスコに水９００ｇを仕込み、この中に「メトロー
ズ９０ＳＨ－１００」（信越化学工業社製）３２ｇを溶解して分散媒を調製した。そして
、この分散媒を６００ｒｐｍ撹拌下において、合成物（１）２６１ｇをトルエン１１２ｇ
で希釈した溶液を加え、懸濁液を調製した。そのまま撹拌下において懸濁液を６０℃に昇
温させ、１．５時間反応させた。その後室温まで冷却し、固液分離し、水で充分洗浄した
後７０℃、２０時間乾燥して、平均粒子径５．１μｍのウレタンゴム粒子の母体を得た。
【００３２】
（粉体１の作成例）
　ウレタンゴム粒子の母体１００質量部に対して、シリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロ
ジル社製、平均一次粒径３０ｎｍ）３．５質量部をヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）
で５分間乾式混合した。これをウレタンゴム粒子の周面に付着させ、本発明のブラスト工
程で用いる粉体１を作成した。
【００３３】
（粉体２の作成例）
　シリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロジル社製、平均一次粒径３０ｎｍ）を１．０質量
部に変更した以外は粉体１の作成例と同様にして粉体２を作成した。
（粉体３の作成例）
　シリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロジル社製、平均一次粒径３０ｎｍ）を２．０質量
部に変更した以外は粉体１の作成例と同様にして粉体３を作成した。
（粉体４の作成例）
　シリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロジル社製、平均一次粒径３０ｎｍ）を５．０質量
部に変更した以外は粉体１の作成例と同様にして粉体４を作成した。
（粉体５の作成例）
　シリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロジル社製、平均一次粒径３０ｎｍ）を６．０質量
部に変更した以外は粉体１の作成例と同様にして粉体５を作成した。
（粉体６の作成例）
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　無機粒子をチタニア（ＪＲ、テイカ社製、平均粒径２７０ｎｍ）３．５質量部に変更し
た以外は粉体１の作成例と同様にして粉体６を作成した。
（粉体７の作成例）
　無機粒子をチタニア（ＪＲ、テイカ社製、平均粒径２７０ｎｍ）１．０質量部に変更し
た以外は粉体１の作成例と同様にして粉体７を作成した。
（粉体８の作成例）
　無機粒子をチタニア（ＪＲ、テイカ社製、平均粒径２７０ｎｍ）２．０質量部に変更し
た以外は粉体１の作成例と同様にして粉体８を作成した。
（粉体９の作成例）
　無機粒子をチタニア（ＪＲ、テイカ社製、平均粒径２７０ｎｍ）５．０質量部に変更し
た以外は粉体１の作成例と同様にして粉体９を作成した。
（粉体１０の作成例）
　無機粒子をアルミナ（ＴＭ５Ｄ、大明化学社製、平均粒径２００ｎｍ）３．５質量部に
変更した以外は粉体１の作成例と同様にして粉体１０を作成した。
（粉体１１の作成例）
　無機粒子をアルミナ（ＴＭ５Ｄ、大明化学社製、平均粒径２００ｎｍ）１．０質量部に
変更した以外は粉体１の作成例と同様にして粉体１１を作成した。
（粉体１２の作成例）
　ポリエチレン粒子（ミペロンＸＭ２２０、三井化学社製）の母体１００質量部に対して
、シリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロジル社製）３．５質量部（数平均一次粒子径：２
０ｎｍ）を混合した。ハイブリダイゼーションシステム（ＮＨＳ－０型、奈良機械製作所
）を使用して回転数１００００ｒｐｍで７分間撹拌した。その結果、ポリエチレン粒子の
表面にシリカが埋め込まれた粉体１２を作成できた。
【００３４】
［弾性ローラの調製］
　軸芯体として、ＳＵＳ３０４製の直径６ｍｍ芯金の外周面にプライマー（商品名：ＤＹ
３５－０５１；東レダウコーニングシリコーン社製）を塗布、焼き付けしたものを用いた
。
　弾性層の材料として、以下の要領で液状シリコーンゴムを準備した。先ず、表１に記載
の材料を混合して液状シリコーンゴムのベース材料を準備した。
【００３５】
【表１】

【００３６】
　上記ベース材料を２等分し、一方に、硬化触媒として白金化合物を０．１質量部配合し
た。他方には、オルガノハイドロジェンポリシロキサン３質量部を配合した。これらを質
量比１：１で混合し、液状シリコーンゴムを調製した。
　内径１２ｍｍの円筒型金型内の中心部に上記軸芯体を配置し、円筒型金型内に注入口か
ら上記液状シリコーンゴムを注入し、温度１２０℃で５分間加熱硬化させ、冷却後脱型し
た。さらに温度２００℃で４時間加熱して硬化反応を完了させた。そして、厚さ約３ｍｍ
の弾性層を軸芯体の外周面上に設けた。
　次に、表２に記載の材料をメチルエチルケトン中で段階的に投入した。
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【００３７】
【表２】

【００３８】
　これを窒素雰囲気下で、温度８０℃にて６時間反応させて、分子量Ｍｗ＝４８０００、
水酸基価５．６、分子量分散度Ｍｗ／Ｍｎ＝２．９、Ｍｚ／Ｍｗ＝２．５の２官能のポリ
ウレタンポリオールプレポリマーを得た。
　このポリウレタンポリオールプレポリマー１００質量部とイソシアネート（商品名：タ
ケネートＢ８３０；ＴＭＰ変性ＴＤＩ、ｆ（平均官能基数）＝３相当；三井武田ケミカル
株式会社製）７．２質量部とを混合し、ＮＣＯ当量を１．２とした。更に、カーボンブラ
ック（＃１０００；ｐＨ３．０；三菱化学社製）２０質量部を添加して原料混合液を調製
した。
【００３９】
　上記原料混合液に、メチルエチルケトンを加え、固形分２５質量％に調整した。更に、
ウレタン樹脂粒子（商品名：Ｃ４００透明；直径１４μｍ；根上工業株式会社製）を６０
質量部加え、均一分散、混合したものを表面層形成用の塗工液とした。
　この塗工液を用いて、ディッピング法により上記軸芯体の外周面上に設けた弾性層上に
表面層を塗工成形した。具体的には、内径３２ｍｍ、長さ３００ｍｍのシリンダーの下方
から、液温を２３℃に保った塗工液を毎分２５０ｍｌ注入した。そしてシリンダーの上端
から溢れ出た液を再びシリンダーの下方に循環させた。始めに、シリンダーに侵入速度１
００ｍｍ／ｓで、軸芯体の外周面に弾性層を浸漬させ、１０秒間停止させた。その後に、
初速３００ｍｍ／ｓ、終速２００ｍｍ／ｓの条件で引上げて、６０分間、自然乾燥させた
。次いで、１４０℃にて６０分間加熱処理し、硬化を行い、弾性層の外周面上に、厚さ１
５μｍ、表面粗さＲａが２.０μｍの表面層を形成した。得られた弾性ローラの外径は１
２ｍｍ、アスカーＣ硬度は４９度であった。
【００４０】
［現像剤由来の固着物の形成］
　弾性ローラを現像ローラとして、電子写真画像形成装置（商品名：Ｃｏｌｏｒ
Ｌａｓｅｒ ＪｅｔＣＰ３５２５ｘ、ヒューレット・パッカード社製）用の電子写真プロ
セスカートリッジに組み込んだ。これを温度５℃、湿度１０％ＲＨの環境に２４時間放置
した。その後、この電子写真プロセスカートリッジを、電子写真画像形成装置の本体に装
填し、同環境において印字率が１％の画像を、２００００枚出力し、現像ローラ表面に現
像剤由来の固着層を固着させた。
【００４１】
　次に、この電子写真プロセスカートリッジから現像ローラを取り外して、現像ローラの
表面に空気を吹き付けて、現像ローラ表面の現像剤成分を吹き飛ばした。その後、走査型
電子顕微鏡を用いて２００００倍の倍率で現像ローラ表面を観察したところ、ローラ表面
には現像剤由来の固着物が多く固着していることが確認された。
【００４２】
［実施例１］
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　次に、予めシリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロジル社製）を散布した平面上を現像剤
由来の固着層を形成した弾性ローラを転がすことによりシリカ微粉体（ＲＹ５０、日本ア
エロジル社製）を現像ローラ上に塗し前処理を行った。
　次に、図４に示す再生弾性ローラ製造装置に、この現像ローラを設置し、粉体１を用い
てブラストを行った。ブラスト工程の条件は現像ローラ温度８５℃で、ブラスト圧は５×
１０4Ｐａ、ノズル内径は１．２ｍｍ、弾性ローラを３０ｒｐｍで回転駆動し、再生弾性
ローラを製造した。
　また、同条件で走査型電子顕微鏡観察用の再生弾性ローラの処理を行った。処理の途中
で走査型電子顕微鏡を用いて２００００倍の倍率で現像ローラ表面を観察したところ、現
像剤由来の固着物の表面に無機粒子が埋め込まれていることが観察された。また、エネル
ギー分散型X線分析（EDX）を行ったところ、Ｓｉ由来のスペクトルが増加していることが
わかった。これらの結果より、ブラスト工程によって、ブラスト工程で用いられている粉
体由来の無機物が現像剤由来の固着物に埋め込まれたことが分かった。
【００４３】
［画像形成及び画像評価］
　この再生弾性ローラについて、以下のようにして画像形成に供して再生弾性ローラとし
ての品質の評価を行った。
【００４４】
［かぶり評価］
　電子写真画像形成装置（商品名：Ｃｏｌｏｒ　Ｌａｓｅｒ　ＪｅｔＣＰ３５２５ｘ：Ｈ
ｅｗｌｅｔｔ－Ｐａｃｋａｒｄ社製）用の電子写真プロセスカートリッジの現像ローラと
して、得られた再生弾性ローラを組み込んだ。この電子写真プロセスカートリッジを、温
度１５℃、湿度１０％ＲＨの環境に２４時間放置した。その後、この電子写真プロセスカ
ートリッジを、電子写真画像形成装置本体に装填した。温度１５℃、湿度１０％ＲＨの環
境において、１０枚／分の速度で白ベタ画像出力中にプリンターを停止し、以下の方法に
よりかぶり評価を行った。まず始めに、感光体上に付着したトナーを透明のテープ（商品
名：「ポリエステルテープＮｏ．５５０」、ニチバン（株）社製）で剥がしとった。次に
、このテープを白色の紙（商品名：「Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍｕｌｔｉｐｕｒｐｏｓｅ　４
２００」、ＸＥＲＯＸ社製）に貼り付けて、反射濃度計（商品名：「ＴＣ－６ＤＳ／Ａ」
、東京電色社製）にて反射濃度を測定した。その際、フィルターにグリーンフィルターを
使用した。透明テープのみを白色の紙に貼り付けて基準とし、基準に対する反射率の低下
量（％）をかぶり値（％）とした。また、かぶり値を表３に記載の基準により評価した。
【００４５】
【表３】

【００４６】
　なお、Ｅランクは、画像を形成した場合、目視でかぶりが確認できるレベルであった。
表面に固着物が多く形成された現像ローラを用いてベタ白画像の形成を行った際には、帯
電量が不足する現像剤が感光体上に移動する。更に、この現像剤が転写紙上へ転写される
ことによってかぶりを生じる。また、ブラスト工程によって、現像ローラ表面が傷つくと
その部分の帯電量も不足し、かぶりを生じる。従って、かぶり値を再生処理による表面の
固着物の除去の程度の指標として用いることができる。
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［実施例２～５］
　粉体１を表４に示される粉体に変更した以外は実施例１と同様に再生弾性ローラの作成
および評価を行った。
［実施例６、７］
　前処理の無機粒子を表４に示される無機粒子に変更し、粉体１を表４に示される粉体に
変更した以外は実施例１と同様に再生弾性ローラの作成および評価を行った。
［実施例８］
　前処理の無機粒子を表４に示される無機粒子に変更した以外は実施例１と同様に再生弾
性ローラの作成および評価を行った。
［実施例９］
　前処理をなくした以外は実施例１と同様に再生弾性ローラの作成および評価を行った。
［実施例１０～１６］
　粉体１を表４に示される粉体に変更した以外は実施例９と同様に再生弾性ローラの作成
および評価を行った。
【００４８】
［比較例１］
　粉体１を表４に示される粉体に変更した以外は実施例９と同様に再生弾性ローラの作成
および評価を行った。
［比較例２］
　粉体１を粉体の作成例にて製造したウレタンゴム粒子の母体に変更した以外は実施例９
と同様に再生弾性ローラの作成および評価を行った。
［比較例３］
　粉体１を粉体の作成例にて用いたシリカ微粉体（ＲＹ５０、日本アエロジル社製）に変
更した以外は実施例９と同様に再生弾性ローラの作成および評価を行った。
［比較例４］
　粉体１をガラスビーズ（直径５０μｍ）に変更した以外は実施例９と同様に再生弾性ロ
ーラの作成および評価を行った。
上記実施例１～１６及び比較例１～４の概要、および評価結果を下記表４に示す。
【００４９】
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【表４】

【符号の説明】
【００５０】
１０‥‥粉体
１１‥‥無機粒子
１２‥‥ウレタンゴム粒子
２０‥‥弾性ローラ
２１‥‥軸芯体
２２‥‥弾性層
２３‥‥表面層
３０‥‥弾性ローラ再生装置
３１‥‥コンプレッサー
３２‥‥加圧タンク
３３‥‥噴射ノズル
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